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５ その他対策 
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(1) 放射線測定器の貸出 

 

 平成 23年 11月 14日より、市民の安心・安全のため放射線測定器の貸出を実施している。 

 

貸出実績 

年度 貸出件数 

23     250 

24     194 

25      26 

26      18 

合計     488 

 

 

 

 

 
印西市放射線量測定実施要領 

  （趣旨） 
  第１条 この要領は、市内の身近な生活環境等の放射線量を把握するため、個人や自治会等の要望に基づき市 
  が実施する放射線量の測定について、必要な事項を定めるものとする。 

  （対象者） 
  第２条 この要領に基づき放射線量の測定を申請できる者は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

 (1) 市内に住所を有する個人 
 (2) 市内に事務所を有する団体又は法人 
 (3) 市内の町内会等 
 (4) 市内に土地又は建物を所有する者 
  （申請及び受付） 

  第３条 放射線量の測定の申請は、来庁又は電話により行うものとする。 
  ２ 再度の申請は、前回の申請日から３０日を経過した日以後でなければできないものとする。 

  （決定通知） 
  第４条 市長は、前条第１項の申請があったときは、その内容を審査し、測定の可否を決定し、測定日時等を口 
  頭で申請者に通知するものとする。 

  （測定日及び測定時間） 
  第５条 放射線量測定員の派遣時間は、月曜日から金曜日まで（年末年始及び祝日を除く）午前９時００分から 
  午後４時３０分までとする。ただし、市長が特別の事情があると認めたときは、この限りではない。 
  ２ 放射線量の測定は、１回の申請につき、個人においては３０分を、団体等においては１時間を超えない範囲で 
  行うものとする。 

  （測定場所） 
  第６条 放射線量の測定場所は、次のとおりとする。 

  (1) 公園、道路（私道については土地所有者の承諾が得られている場合に限る。） 
  その他市で管理している土地又は施設 

  (2) 前号に掲げる場所以外で、土地所有者の同意が得られている場所 
  （測定方法） 

  第７条 放射線量の測定方法は、別に定める「放射線量測定マニュアル」により行うものとする。 
  （補則） 

  第８条 この要領に定めるもののほか、放射線量の測定に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
  附 則 

  この要領は、平成２３年１１月１４日から施行する。 

  



５ その他対策 
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(2) 生活空間（住宅等）における除染の手引きの作成 

 

 家庭にある資材等を用いて、市民が除染作業を安全に円滑にそして効果的に行うことが

できるよう手引きを作成し、ホームページや広報でお知らせした。 

 

 

 



５ その他対策 
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(3) 放射線に関する講演会 

 

 放射線に関する正しい情報を提供することにより、市民の不安解消のため、平成 23年度

に 3回の放射線に関する講演会を開催した。 

 

 平成 23年 7月 30日 

  第１回 放射線が人体に与える影響について 

      独立行政法人放射線医学総合研究所 放射線防護研究センター  

      リスク低減化研究プログラム リスク修飾要因研究チーム  

      チームリーダー・理学博士 中島 徹夫 先生 

       参加人数 約 90人 

 

 

 平成 23年 8月 27日 

  第２回 放射線が人体に与える影響について 

      独立行政法人放射線医学総合研究所 放射線防護研究センター 

      上席研究員 吉本 泰彦 先生 

       参加人数 約 40人 

 

 

 

 平成 24年 2月 5日 

  第３回 放射線と食べ物 

      学校法人香川栄養学園 女子栄養大学副学長 香川 靖雄 先生 

       参加人数 約 150人 

 

 

 

※平成 24年 7月 17日 

 千葉県主催による「放射線に関する講習会」をふれあいセンターいんばで開催した。 

  



５ その他対策 
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(4) 国・県への要望 

 

 平成 23年 8月 31日 

  印西地区環境整備事業組合は、松戸市・柏市・流山市及び我孫子市と連名で、「ごみ焼 

  却灰の一時保管場所の確保」を千葉県知事へ要望した。 

 

 

 平成 23年 11月 8日 

  我孫子市と連名で、「焼却灰等の一時保管として県下の国有林の活用について検討する 

  こと」を千葉県知事へ要望した。 

 

 

 平成 23年 11月 17日 

  我孫子市と連名で、「焼却灰等の一時保管場所として、県が主導となり国有林を所在す 

  る自治体と事前協議する考えはあるか」等を千葉県知事へ要望した。 

 

 

 平成 23年 11月 24日 【資料 23】資料編 P159 

  印旛郡市 7市 2町と連名で、「除染に関する緊急実施基本方針」等を千葉県知事へ要望 

  した。 

  

 

 平成 23年 11月 25日 

  我孫子市と連名で、「一時保管場所の確保について、他市の県有地も再検討すること」 

  等を千葉県知事へ要望した。 

 

 

 平成 23年 12月 2日 

  我孫子市と連名で、「一時保管場所の確保について、引き続き他候補地を選定すること」 

  等を千葉県知事へ要望した。 

 

 

 平成 23年 12月 12日 

  我孫子市と連名で、「手賀沼流域下水道終末処理場内に 4市 1組合の全ての焼却灰等を 

  受け入れることは、昨今の社会情勢から市民感情を考えたとき了承できない」等につ 

  いて千葉県知事へ要望した。 

 

 

 

 



５ その他対策 
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 平成 23年 12月 27日 【資料 24】資料編 P163 

  印旛郡市 7市 2町と連名で「除染に関する緊急実施基本方針」等を環境大臣及び民主 

  党幹事長へ要望した。 

   

 

 平成 24年 2月 17日 【資料 25】資料編 P167 

  県内の汚染状況重点調査地域にしていされている 9市連名で「放射性物質汚染対処特 

  別措置法に基づく市町村等の除染実施に対する国費による措置に関する緊急要望」を 

  環境大臣へ要望した。 

 

 

 

 

 平成 24年 6月 27日 【資料 26】資料編 P170 

  「放射性物質を含む焼却灰の一時保管場所を手賀沼流域下水道終末処理場に設置する 

  ことに関する要望」を千葉県知事へ要望した。 

  

 

 平成 24年 9月 7日 【資料 27】資料編 P172 

  我孫子市と連名で「放射性物質を含む 4市 1組合のごみ焼却灰一時保管施設」に関し 

  て千葉県知事へ要請した。 

  

 

 平成 24年 10月 3日 【資料 28】資料編 P173 

  市議会は、「指定廃棄物を処理するための最終処分場を早期に設置することを求める意 

  見書」を内閣総理大臣及び環境大臣に対して提出した。 

 

 

 

 



５ その他対策 
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 平成 24年 10月 3日 【資料 29】資料編 P177 

  市議会は、「高濃度の放射性物質を含む焼却灰の一時保管施設の設置に関する意見書」 

  を千葉県知事に対して提出した。 

 

 

 平成 24年 11月 9日 【資料 30】資料編 P179 

  松戸市・柏市・流山市及び我孫子市と連名で、「指定廃棄物の最終処分場の確保に係 

  る緊急要望」を環境大臣へ要望した。 

 

 

  

 

 平成 25年 1月 29日 【資料 31】資料編 P181 

  松戸市・柏市・流山市及び我孫子市と連名で、「指定廃棄物の最終処分場の確保に係る 

  緊急要望」を環境大臣へ要望した。 

 

 

 

 



５ その他対策 
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 平成 25年 2月 26日 【資料 32】資料編 P183 

  県内の汚染状況重点調査地域にしていされている 9市連名で「東京電力原子力事故に 

  より被災した子どもをはじめとする住民等の生活を守り支えるための被災者の生活支 

  援等に関する施策の推進に関する法律に係る緊急要望」を復興大臣へ要望した。 

 

 

 平成 25年 10月 3日 【資料 33】資料編 P185 

  県内の汚染状況重点調査地域にしていされている 9市連名で「東京電力原子力事故に 

  より被災した子どもをはじめとする住民等の生活を守り支えるための被災者の生活支 

  援等に関する施策の推進に関する法律に規定する被災者生活支援等施策の推進に関す 

  る基本的な方針（案）に係る緊急要望」を復興大臣へ要望した。 

 

 

 平成 25年 11月 28日 【資料 34】資料編 P188 

  松戸市・柏市・流山市及び我孫子市と連名で、「指定廃棄物の最終処分場の確保に係る 

  緊急要望」を環境大臣へ要望した。 

 

 
 

 

 平成 26年 5月 15日 【資料 35】資料編 P190 

  松戸市・柏市・流山市及び我孫子市と連名で、「指定廃棄物の最終処分場の確保等に関 

  する緊急要望」を環境大臣へ要望した。 

 

 

 

 

 

 



５ その他対策 
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 平成 26年 9月 10日 

  松戸市・柏市及び我孫子市と合同で、「指定廃棄物の最終処分場の確保等」を環境大臣 

  へ要望した。 

 

 

 

 

 平成 26年 11月 14日 【資料 36】資料編 P192 

  県内の汚染状況重点調査地域にしていされている 9市連名で「東京電力原子力事故に 

  より被災した子どもをはじめとする住民等の生活を守り支えるための被災者の生活支 

  援等に関する施策の推進に関する法律（以下、「子ども・被災者支援法」という。）」に 

  基づく「東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う住民の健康管理のあり方に関する 

  専門家会議（以下、「専門家会議」という。）」に係る緊急要望」を環境大臣へ要望した。 

 

 


